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活動地域の概要



遷喬地区



中山間地域(成器地区）



「まちなか」と「中山間地域」

「まちなか」とは

遷喬地区

・鳥取市中心市街地

・約1,000世帯

・人口約2,500人
・高齢化が進んでいる

「中山間地域」とは

国府町成器地区

・中心市街地から北東

約20キロの山間地域

・２２３世帯

・人口６８４人

・高齢化率６０％以上



活動地域の課題

・「まちなか」も「中山間地域」も年寄りが増え続ける。

・住民は将来に対する不安でいっぱい。

・地方自治体は財政逼迫による行政執行力が

硬直化して対応が遅れている。

・地域の現状に対する不満を解消する必要性。

・「まちなか」の元気を取り戻す必要性。

・「中山間地域」の集落機能を維持していく必要性。

結論

地域に元気を取り戻す試みが必要である。



地域に元気を取り戻す課題解決の方策

①まちなかの人的資源を結集するコミュニティ施設を

確保し、そこを拠点に「まちなか」と「中山間地域」

の住民の交流を開始する。

②「まちなか」で朝市の恒常化を試みる。

（「中山間地域」の農林業関係者が出店）

③「まちなか」と「中山間地域」双方の住民との積極的

な交流(元気をもらい、元気を与える)を進める。

④元気を取り戻すための主力メンバーを50代後半か

ら70代前半とする。



21年度の活動の内容

①遷喬地区の元魚町１丁目の空き店

舗を借りる。

②遷喬地区内で「野菜の朝市」を開催

し、その恒常化をめざす

③「まちなか」（遷喬地区）と「中山間

地域」(成器地区）の老世代交流会

を開催



２２年度の活動の内容
水源地域活性化調査業務として交流事業を継続
①調査事業の実施

◎両地域のコミュニティと相互補完の可能性について

◎地域間交流から生まれてくる活性化事業について

②地域間活性化事業の実施
◎朝市の開催（8月から12月の5ヶ月間で10回開催）

◎両地域にある伝統的な技術や生活文化の「交流展」の開催

③水源地域の活性化を考える「地域交流大学」の開講
◎講師を招き講演会、ワークショップ、報告発表会を開催する

◎「まちなか」と「水源地域」との「老世代交流会」の中で実施



21年度の活動の成果
①遷喬地区の元魚町１丁目の空き店舗を借り、「よりあい処元

一」を開設



21年度の活動の成果
② 21年度遷喬地区内で「魚と野菜の朝市」を開催した



21年度の活動の成果
③「まちなか」（遷喬地区）と「中山間地」(上地地区）の老世代交

流会を開催



２２年度の活動の成果
①調査事業の実施
遷喬地区と成器地区の65歳以上を対象にアンケート実施



2２年度の活動の成果
②地域間活性化事業の実施
◎21年度同様遷喬地区内で「野菜の朝市」を開催

◎「交流展」の開催

◎情報誌の発行



22年度の活動の成果
③水源地域の活性化を考える「地域交流大学」の開講

「まちなか」（遷喬地区）と「中山間地域」（成器地区）の老世

代交流会の開催



・課題

コミュニティ施設と朝市の継続について
◎コミュニティ施設を設置するにあたり、空き店舗をいろい

ろ当たったが、どの物件もトイレが無く年寄りが対象者な

ので仮設トイレを用意したが、利用頻度は芳しくなかった。

◎あさいちを実施するに当たって遷喬地区のお年寄りを

中心に住民が希望する「あさいちお買い物アンケート」を

行った。その結果、魚介類の希望が一番だったので、当

初予定してなかった魚屋さんを出店することになったが、

事前に意向調査を行って取り組んだのは評価できる。

今後の課題及び展望



・課題

老世代交流会について

◎交流会の開催時期があさいちの後だったので、あさいちの

時はお互いが手探りの状態で実施した。

◎第２回交流会のワークショップで、あさいちの前に交流会を

行っておくべきではなかったかとの意見があり、いろいろな

事情があったにせよ綿密に事前打ち合わせをしておれば問

題は起きなかったので運営方法について課題があった。

今後の課題及び展望



・展望
◎「水源地域」と「まちなか」が相互の交流を豊かにすることに

より、生き甲斐のある長寿社会形成への関わり方を発見し、

それらを通じて両地域が活性化することにより地域が持続し、

次世代に渡すことができる。

◎交流会は年寄りが慌てずに堂々と生きている現在を語り、双

方の地域の良い面を検証できた。この交流は継続できると

考えている。

今後の課題及び展望



助成金による事業から脱却するためには、それぞ

れの地域が自立しながら交流する事業のやり方、

進め方等を今後提案していく必要がある。そのた

めには、専門家の助言を受けながら、ボランティ

ア活動と営利事業の違いについて識別と見極め

の研修交流を活発にすることに取り組みたい。

その他


